
<１>女性の活躍推進と少子化対策

（１）「待機児童解消加速化プラン」の更なる展開

（２）妊娠・出産包括支援事業の展開

（３）女性の健康支援の充実のためのがん検診

（４）女性活躍推進加速化助成金等事業（仮称）

<２>若者・高齢者・障害者等の活躍
推進など

（１）地域若者サポートステーション事業の拡充

（２）障害者の社会参加・就労支援

（３）生活困窮者等に対する支援の強化

（４）刑務所出所者等に対する就労支援の拡充

（５）難病患者に対する支援の強化

<３>働き方改革の実現

・持続的な経済成長に向けた最低賃金の引上げ
のための環境整備

<４>地域に応じた良質な雇用機会の
確保・創出等

・「地域しごと創生プラン（仮称）」の推進

<１>予防・健康管理の推進等

（１）データヘルス（医療保険者等によるデータ

分析に基づく保健事業）の効果的な実施の
推進

（２）医療保険者等による健診・保健指導の推進

（３）先進事業等の好事例の横展開等

（４）薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点の
推進

<２>安心で質の高い医療・介護
サービス提供体制の構築等

１．安心で質の高い医療・介護サービス
提供体制の構築等

（１）チーム医療の推進

（２）女性医師が働きやすい環境の整備

（３）地域における医療・介護の連携強化の
調査研究

（４）専門医に関する新たな仕組みの構築に
向けた支援

（５）医療事故調査制度の実施

２．健康・医療分野のICT化

（１）健康・医療分野におけるICT化の推進
及び基盤整備

（２）医療情報の共有・連携の推進等

<３>革新的医薬品・医療機器の実用化等

１．世界に先駆けた革新的医薬品・医療
機器等の実用化等

２．医療関連産業の活性化等

（１）医療の国際展開等

（２）新たな医薬品・医療機器開発の促進

３．医療最先端の医療技術・医薬品等への
迅速なアクセス確保

（１）最先端医療技術の迅速・適切な評価の
推進

（２）ウイルス性肝炎に係る医療の円滑化の
推進

<４>安全・安心な暮らしの確保等

（１）食の安全・安心の確保

（２）危険ドラッグ対策の推進

（３）医薬品等インターネット販売監視体制の
整備

（４）防災・減災等の取組の推進

（５）人口減少に応じた地域福祉のまちづくり等

（６）その他

Ⅱ 健康長寿社会の実現

平成27年度概算要求の「新しい日本のための優先課題推進枠」（概要）

Ⅰ 女性・若者等の活躍推進
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事 項 事 業 内 容 等
27年度
要望額
(億円)

Ⅰ 女性・若者等の活躍推進

<１>
女性の活躍推進と少子化対
策

（１）「待機児童解消加速化プラン」の更なる展開【創生】 【２３５億円】

待機児童ゼロの実現に向けて、「待機児童解消加速化プラン」に基づき、意欲のある自治体の取組を強力に支援するた
め、補助率の嵩上げによる保育所等の整備を推進する。

（２）妊娠・出産包括支援事業の展開【創生】 【３３億円】

様々な機関が個々に行っている妊娠期から子育て期にわたる支援について、ワンストップ拠点を立ち上げ、切れ目のな
い支援を実施する。

（３）女性の健康支援の充実のためのがん検診【創生】 【６．４億円】

女性の活躍を推進するため、子宮頸がん・乳がん検診の未受診者に対するクーポン配布や受診勧奨などを行う。

（４）女性活躍推進加速化助成金等事業（仮称）【創生】 【４．４億円】

企業における女性活躍推進の取組を後押しするためのインセンティブとして、①女性活躍の現状に関する実態把握・情
報開示を行うとともに、②課題抽出と原因分析を行った上で課題達成に向けた目標を定め、行動計画の策定・公表を行っ
た場合、労働局における行動計画の審査、取組の実施の確認を受けた上で、民間事業主に助成金を支給する。

279

<２>
若者・高齢者・障害者等の
活躍推進など

（１）地域若者サポートステーション事業の拡充【創生】 【２４億円】

「地域若者サポートステーション」（サポステ）について、ニート支援の拠点としてハローワークとの連携や職場体験の充
実を図るとともに、サポステの支援を受けて就職した者に対する職場定着支援を全国展開する等、より効率的・効果的に
事業を実施できるよう抜本的な強化を図る。

（２）障害者の社会参加・就労支援【一部創生】 【１５１億円】
・ 障害の有無にかかわりなく、だれもが地域社会の一員として安心して暮らし、一人ひとりが持てる力を発揮できる「ユニ

バーサル社会」の実現に向け、障害者に対する職場定着などの就労支援を始めとした社会参加支援の充実、障害者の
文化芸術活動の振興など、障害者が地域で活躍できる環境整備を推進する。

・ また、脳科学の成果を活用した自立支援機器等が、障害者の自立や生活支援に活かされるよう、企業が行う開発を促
進するとともに、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を見据えて、意思疎通支援などソフト面のバリアフリー化を
進める。

251
※一部
再掲

平成27年度 概算要求の 「新しい日本のための優先課題推進枠」 要望施策一覧

※ 【創生】と記載のあるものは、地方の創生に向けた施策
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（３）生活困窮者等に対する支援の強化【一部創生】 【７１億円】

・ 40歳代、50歳代の生活保護受給者等に対する就労支援の強化を図るため、福祉事務所等に「就労支援体制整備推進
員（仮称）」を配置し、地域における就労支援の連携体制の構築や就労の場の開拓等を行う。

・ 「貧困の連鎖」の防止を図るため、福祉事務所に「子ども健全育成支援員（仮称）」を配置し、子どもを有する生活保護
受給世帯等の抱える課題に即した個別支援を継続的に行う。

・ 生活保護（医療扶助）の適正化を更に推進するため、福祉事務所への医療扶助相談・指導員の配置を進め、後発医薬
品の使用促進や健康管理支援を行う。

（４）刑務所出所者等に対する就労支援の拡充 【３．２億円】

再犯防止対策の観点からも重要な刑務所出所者等の就労支援については、ハローワークの支援体制の整備や刑務所
出所者等を雇用する事業主への支援充実など、「刑務所出所者等就労支援事業」の拡充を行う。

（５）難病患者に対する支援の強化【創生】 【１．９億円】

都道府県が新たに指定する難病医療拠点病院に、「難病医療コーディネーター（仮称）」を配置し、難病患者の医療提
供支援や就労支援をはじめとした社会参加を支援するとともに、保健所が中心となり、医療機関や福祉関係機関と連携し、
難病患者の不安解消・在宅医療の質の向上を図る。

<３>働き方改革の実現
持続的な経済成長に向けた最低賃金の引上げのための環境整備

全ての所得層での賃金上昇と企業収益向上の好循環が持続・拡大されるよう、最低賃金の引上げに向けた中小企業・
小規模事業者に対する支援の充実を図る。

14

<４>
地域に応じた良質な雇用機
会の確保・創出等

「地域しごと創生プラン（仮称）」の推進【創生】

地域ごとに異なる課題の解決や資源の活用などを通じて、良質かつ安定的な雇用機会の創出等が可能となるよう、地
方自治体の産業政策・地域振興策等と連携しつつ、地域の自発的な「しごと創生」の取組を総合的に支援する。また、意
欲ある自治体の取組と連携し、大都市圏から各地方へ、地域経済を支える人材の確保のために地域への人材還流を促
す総合的な取組を行う。

331

Ⅱ 健康長寿社会の実現

<１>
予防・健康管理の推進等

（１）データヘルス（医療保険者等によるデータ分析に基づく保健事業）の効果的な実施の推進 【１９億円】

医療保険者等がPDCAサイクルに沿った効率的・効果的な保健事業の実施を推進するため、医療保険者等において策
定した「データヘルス計画」及び計画に基づく事業の実施結果について、評価・分析等を行う。また、データヘルス計画を策
定した医療保険者等が実施している先進的な保健事業のうち、特に効果がある事業について横展開を図る。

（２）医療保険者等による健診・保健指導の推進 【２３億円】

・ 受診率が低い被扶養者の特定健診（メタボ健診）の受診率向上を図るため、医療保険者が実施する、連続して未受診と
ならない取組や、オプショナル項目（骨密度測定等）の追加の取組等を支援する。

・ 歯科口腔保健の推進の観点から、医療保険者が実施する歯周疾患に着目した歯科保健指導の実施や、後期高齢者医
療広域連合が実施する高齢者の特性を踏まえた歯科健診の実施等について支援を行う。

59
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（３）先進事業等の好事例の横展開等【一部創生】 【１５億円】

・ 医療保険者による、医療機関と連携した糖尿病性腎症患者の重症化予防を実施するとともに、後発医薬品の使用促進
について取組を徹底する。

・ 糖尿病が疑われる者等を対象として、いわゆるメタボの改善等を図るため、健康増進施設やホテル・旅館等を活用し、
「宿泊型新保健指導プログラム（仮称）」を試行することにより、疾病予防とともに、ヘルスケア産業の活性化を図る。

・ レセプト等情報により選定した重複・頻回受診者等に対して、保健師等による訪問指導を実施することにより、適正受診
の促進を図る。また、重複・多量投薬者等に対して、地域薬剤師会の協力を得て、薬剤師等による訪問指導及びその結
果を処方医、薬局へのフィードバックを行うことにより、医薬品の適正使用の推進を図る。

（４）薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点の推進 【２．５億円】

セルフメディケーション推進のため、薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点（健康ナビステーション（仮称））の整備や在
宅医療に関するモデル事業を実施するとともに、当該拠点の基準の作成等を行う。

<２>
安心で質の高い医療・
介護サービス提供体制の
構築等

１．安心で質の高い医療・介護サービス提供体制の構築等 <２６億円>

（１）チーム医療の推進 【６．３億円】

特定行為に係る看護師の研修制度の実施に向け、指定研修機関の確保、指定研修修了者の計画的な養成、指導者
育成に対する支援等を行う。

（２）女性医師が働きやすい環境の整備【創生】 【１．２億円】

女性医師がキャリアと家庭を両立できるよう、女性医師支援の先駆的な取組を行う医療機関を「女性医師キャリア支援
モデル推進医療機関」に位置づけ、「効果的支援策モデル」の普及啓発活動を行うなど、女性医師が働きやすい環境を
整備する。

（３）地域における医療・介護の連携強化の調査研究【創生】 【４．２億円】

・ 急性期から在宅までの医療・介護サービスを一連のものとして分析できるようにするため、KDB（国保データベースシ
ステム）を活用したモデル分析を実施するとともに、患者等を対象とした調査等を実施し、現行の課題について整理・分
析する。

・ 医療・介護の連携したサービス提供に関する先進事例を大都市部や過疎地の状況に応じて横展開するために先進モ
デルを作成する。

（４）専門医に関する新たな仕組みの構築に向けた支援 【３．７億円】

医師の質の一層の向上を図ることなどを目的とする専門医に関する新たな仕組みが円滑に構築されるよう、総合診療
専門医や小児科、救急等の専門医で地域医療に配慮した養成プログラムの作成支援等を行う。

（５）医療事故調査制度の実施 【１１億円】

医療事故調査結果を収集・分析し、再発防止のための普及啓発等を行うことにより医療の安全の確保に資する民間の
第三者機関（医療事故調査・支援センター）の運営等に必要な経費を支援する。

108
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２．健康・医療分野のICT化 <８２億円>

医療の質の向上や健康・医療分野における情報の連携等を図るため、以下の取組を推進する。

（１）健康・医療分野におけるICT化の推進及び基盤整備 【５３億円】

・ 医療保険分野における番号制度の利活用に向け、保険者、保険医療機関及び審査支払機関等におけるシステム改
修等に係る技術的課題や費用対効果等について調査研究を行う。

・ ICTを導入する病院等において、患者予後への影響を調査し、その有用性を明らかにすることにより、医療分野におけ
るICT化の更なる推進を図る。

・ ICTを活用した地域医療連携の更なる推進を図るため、国立病院機構において、電子カルテ情報の標準化等を行う。

・ 現在、社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会で受け付けている電子レセプトについて、受付を一
箇所に集約するとともに、保険者が支払基金又は国保連との契約を乗り換える場合にスムーズに変更できるよう、競争
環境を整備するためのシステムを構築する。また、保険者機能の充実・強化に向けた体制整備の観点から、保険者が
まず全ての診療報酬明細書の点検を可能とする仕組みを導入する場合のシステム改修に係る仕様についてもあわせ
て検討する。

・ 難病患者データの質の向上・有効活用を図るため、患者・医療現場に成果を還元できる患者データ登録システムを構
築するとともに、更なるデータの蓄積を行う。

・ 造血幹細胞移植が必要な患者に対し、医師や骨髄バンク・臍帯血バンクが適切に対応できるよう、移植の種類（骨髄
移植・末梢血幹細胞移植、臍帯血移植）を問わず一元的な患者登録を行うとともに、骨髄ドナー登録や臍帯血の保存
状況などの移植に関する情報を一元的に把握するためのシステム再構築を行う。また、臓器移植の際のクロスマッチ検
査に必要な検体の管理方法を統一するためのシステムを再構築する。

（２）医療情報の共有・連携の推進等 【２９億円】

・ DPCデータ（※）の一元管理及び利活用に向けたデータベースの構築を行う。
※ DPCデータ：急性期入院医療を担う医療機関より提出され、診療報酬改定に活用される臨床情報と診療行為のデータ。

・ レセプト情報・特定健診等情報を収集するためのソフトウェアの改修を行い、収集した情報の質の向上を図ることによ
り正確な分析の実現を目指すとともに、国民健康保険団体連合会等がレセプト等データを国へ提供するためのシステム
の機器の更改を行う。また、レセプトから得られる医療に関する情報について、地域別等に集計した「NDB（※）白書
（仮称）」にとりまとめて公表することで、レセプトから得られる情報に対する国民の理解を深めるとともに、レセプト情報
の利活用を促進する。
※ NDB：国が保有するレセプト情報、特定健診情報及び特定保健指導情報のデータベース

・ 日々の診療行為及びアウトカムデータ(診療行為の効果)を一元的に蓄積・分析・活用するための情報基盤を整備する
関係学会等の取組を支援する。

・ 救命救急センター等への救急患者の搬送情報や搬送先医療機関内での治療情報を収集・解析し、適切な搬送治療体
制の構築に活用する。

・ 予防接種後の重篤な事例や異常な副反応をリアルタイムに解析し、異常な集積を速やかに検出するソフトウェアの構
築等を行い、信頼度の高いワクチン接種の推進を図る。
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<３>
革新的医薬品・医療機器の
実用化等

１．世界に先駆けた革新的医薬品・医療機器等の実用化等 【２０８億円】

医薬品・医療機器・再生医療等製品の早期実用化を図るため、以下の取組を推進する。

・ 世界最高水準の医療の提供に必要な医療分野の研究開発について、革新的な医薬品・医療機器等の開発、再生医
療・ゲノム医療等の最先端の医療技術の開発、がん・難病・感染症・認知症・精神疾患等の疾病毎の研究開発等、各領
域において基礎から実用化まで一貫して推進し、その成果を円滑に実用化する。あわせて、食品安全・労働安全衛生・
化学物質対策・危機管理等の国民の安全確保に必要な研究や、厚生労働省の施策の科学的知見に基づく適切な推進
に必要な研究を推進する。

・ 日本の豊富な基礎研究の成果から革新的な医薬品・医療機器を創出するため、医療法に基づく臨床研究中核病院に
おける臨床研究の安全性の確保を図るとともに、他施設に対する支援体制を構築する。また、臨床研究の質を確保す
るため、モニタリング・統計解析やその教育等に必要な経費を支援するとともに、民間事業者が行う一定の基準による
上級者臨床研究コーディネーター認定の支援により臨床研究体制の強化を図る。

・ 再生医療の実用化を促進するため、再生医療の提供機関間連携を図り、研究成果を集約する拠点として、「再生医療
実用化研究実施拠点」を整備する。

・ 医療分野の研究開発成果の実用化に向けて、国立高度専門医療研究センターを疾患群ごとの症例を集積した治験・
臨床研究ネットワークの拠点に位置づけ、企業等のニーズを積極的に把握し、一元的に治験・臨床研究を管理すること
で企業等の負担を軽減し、治験・臨床研究を推進する仕組み等を構築する。

・ 創薬支援ネットワークにおける医薬品開発を強力に進めるため、医薬品候補物質の最適化を行う創薬デザイン研究
センターを（独）医薬基盤・健康・栄養研究所に設置するほか、ウルトラオーファン医薬品・医療機器の市販後の全例調
査等や、希少疾病用再生医療品等の条件付き承認後の使用成績調査等のための企業への支援を行う。

・ 希少疾病用医薬品等の開発・審査の迅速化及び高度化を図るためのデータベースを整備する。

・ 中小企業等が革新的な医療機器や再生医療等製品を開発する場合の（独）医薬品医療機器総合機構（PMDA）への
相談手数料及び申請手数料を減免する。

・ 世界に先駆けた革新的医薬品・医療機器・再生医療等製品の実用化を促進するために、（独）医薬品医療機器総合
機構（PMDA）の体制強化（薬事戦略相談の拡充等）を行い、市販後の安全対策にも留意しつつ、更なる審査の迅速化
と質の向上を図る。

・ 薬事申請や治験計画作成に関する研修を行うことで申請資料作成の迅速化・質の向上を図る。

・ 薬事法改正に伴い、「軽微変更届出」の届出件数の増加が見込まれることから、当該届出の確認業務等に必要な人
員を助成する。

・ 医療情報データベースを活用した医薬品等の安全対策に関する取組を推進するため、電子カルテなどの医療情報を
収集・分析するための医療情報データベースシステムの試行運用を実施し、引き続きデータの整備を進めるとともに、
利活用の高度化を推進するため、安全対策のための医療機関横断的な医療情報の実践的利活用のための手法開発
と体制整備を行う。また、国民に対する安全性情報等の質の向上を図るため、再生医療等製品の患者登録システ
ムの整備等を行う。

・ 基幹的な機能を有するがん診療連携拠点病院に対し、臨床研究コーディネーターを配置し、国際基準に対応した質の
高い多施設共同臨床研究の実施基盤を強化する。
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２．医療関連産業の活性化等 <２１億円>

（１）医療の国際展開等 【２０億円】

・ 医療・保健分野における協力覚書を結んだ９箇国を中心として、医師・看護師等の人材育成や公的医療保険制度整
備の支援を行うため、我が国の医療政策等に見識を有する者や医師等医療従事者の諸外国への派遣、または諸外
国からの研修生の受入れを国立国際医療研究センターを拠点として実施する。また、日本で承認された医薬品・医療
機器の諸外国での許認可を迅速化・簡素化するため、海外展開している日系企業及び当該国での課題等の把握並び
に保健省等との協議・交渉を行う。

・ ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC：全ての人々が質の担保された保健医療サービスを享受でき、サービス使用
者に経済的困難を伴わない状態を指す概念）の達成のため、指導官の養成を継続するとともに、日本のUHCや高齢化
等に関する経験・知見を世界と共有し、特にアジア・太平洋地域のUHCの達成に主導的な役割を果たすため、保健医
療政策に関する人材育成プログラムを作成・実施する。また、新興国における日本発の医療機器販売促進のため、必
須医療機器リストの作成を支援するとともに、新興国へ専門家を派遣し、又は新興国人材を先進国へ派遣することで、
保健医療人材を育成し、感染症対策を推進する。

・ 外国人が安心・安全に日本の医療サービスを受けられるよう、医療通訳等が配置されたモデル拠点の整備、外国人
患者受入れ医療機関認証制度の周知を図るなど、外国人患者受入体制の充実を図る。

・ 国際労働機関（ILO）への拠出を通じて、アジア地域の社会保険制度の整備と適切な施行のための支援を行い、近年
日本企業の進出が大幅に増えている事業対象国の安定等につなげる。

（２）新たな医薬品・医療機器開発の促進【一部創生】 【９８百万円】

・ 医療機器の研究開発の経験が豊富な医療機関で、医療機器を開発する企業の人材を受け入れ、市場性を見据えた
製品設計の方法に関する研修等を実施することにより、開発人材の育成や国内外の医療ニーズを満たす開発等を推
進する。

・ 保険適用希望書提出の窓口となる職員を地方に定期的に派遣し、医薬品・医療機器開発企業や研究機関を対象とし
て保険適用に関する相談会を現地で開催する。

３．最先端の医療技術・医薬品等への迅速なアクセス確保 <５４億円>

（１）最先端医療技術の迅速・適切な評価の推進 【３億円】

患者申出療養（仮称）の創設等、保険外併用療養における新たな展開に対応するため、患者のニーズや海外で
の評価状況に関する調査等を行う。さらに、医療保険制度への医療技術の費用対効果評価の試行的導入に向け
た指標開発等に関する調査等を行う。

（２）ウイルス性肝炎に係る医療の円滑化の推進 【５１億円】

経口抗ウイルス薬を医療費助成の対象に追加し、高齢や合併症等の理由によりインターフェロン治療を見合わせてき
た患者や一部の肝硬変患者の受療機会を確保する。

<４>
安全・安心な暮らしの確保
等

（１）食の安全・安心の確保 【２０百万円】

EU向けに水産物を輸出するための水産加工物のEU向けHACCP（※）認定の迅速かつ適正な実施を確保する
ため、事例集の作成・普及等を通じた必要な体制整備を行う。

※  HACCP（Hazard Analysis Critical Control Point）：微生物による汚染、金属の混入等の危害を予測し
た上で、危害の防止につながる特に重要な工程を継続的に監視・記録する工程管理のシステム

1,146
※一部
再掲
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（２）危険ドラッグ対策の推進 【１１億円】

社会問題化している危険ドラッグの販売を実態的に抑えこんでいくため、薬事法に基づく検査命令や販売停止
命令を積極的に実施することとし、それに対応するため、現在の10倍の検査に対応できるよう国立医薬品食品衛生
研究所の分析体制を強化するとともに、民間検査機関への分析業務の委託などを進める。また、麻薬取締部におい
ては、危険ドラッグ販売店舗の多い地区では専任チームを倍増し、その他の地区では専任の体制を設けるなどの体
制強化を図る。

（３）医薬品等インターネット販売監視体制の整備 【１．３億円】

平成26年６月に施行された薬事法の一部改正により、全ての一般用医薬品がインターネット上で販売できるようになった
ことを踏まえ、偽造医薬品、危険ドラッグなどを含む違法な広告・販売を行うサイトへの監視を強化する。

（４）防災・減災等の取組の推進【一部創生】 【９１１億円】

・ 運営基盤が脆弱な小規模水道事業の統合等を進めるため、平成36年度末までに計画等を策定し、着工した事業を対象
とする「水道事業広域化等推進費補助（仮称）」を創設する。これにより、水道事業の広域化を推進することで、運営基盤
の強化を図るとともに、災害時でも安全で良質な水道水を供給できるよう、水道施設の耐震化対策等を推進する。

・ 地域において必要な救急医療が適時適切に提供できる体制の構築を目指し、早期の治療開始、迅速な搬送を可能とす
るドクターヘリの運航体制を拡充する。

・ 東日本大震災や今後、発生が想定される南海トラフ地震等を踏まえ、未耐震の災害拠点病院や救命救急センター等の
耐震整備等を行う。

・ 国立病院機構において、災害時の医療を確実に実施するため、初動医療班の派遣体制の整備等を行い、災害医療体
制の強化・充実を図る。

・ 入院患者が安心して医療を受けることができるよう、有床診療所や中小病院に対する火災発生時に初期消火を行うスプ
リンクラー等の整備を、高いニーズを踏まえて支援する。

・ スプリンクラー設備等が未設置となっている介護施設等に対し、その設置を計画的に推進する。

（５）人口減少に応じた地域福祉のまちづくり等【創生】 【１４６億円】

・ 人口減少・地域基盤の脆弱化に対応し、年齢・性別にかかわらず、意欲・個性や能力に応じて様々な形で活躍できる地
域の構築を目的として、複合型共生施設の全国展開を図るなど、高齢者・障害者・子ども等が共生し、住民参加、生涯現
役によるまちづくりを進める。

・ 「まち・ひと・しごと創生」の検討の基礎となる、全国の直近の結婚・出産動向の把握と分析を行うとともに、自治体による
エビデンスに基づく「まち・ひと・しごと創生」関連施策の構築支援を行う。

・ 就職・結婚・出産等のライフステージに応じて、若者がどのように行動するか、一定の若者を継続的に調査し、若者の行
動が地方の人口に与える影響を分析する。

（６）その他 【７６億円】

・ 社会福祉法人の経営の健全性・透明性の確保を推進するため、会計の専門家等による経営診断の受診促進及び財務
諸表等の公表に向けた環境整備の支援を行う。

・ 新型インフルエンザの発生に備え、プレパンデミックワクチンの買い替え等を行う。また、化学災害・テロ対策として国に
おいて必要な医薬品を購入し、医療機関に配備する。

・ 家庭用品、建材等から室内に放散する化学物質の健康影響（シックハウス等）に係る指針値を策定するほか、吸入事故
等の報告が多い家庭用品の安全性評価等（試買調査、毒性試験等）を行う調査事業を実施し、事業者に対し必要な指導
監督を行うなど、消費者への健康被害の未然防止を図る。
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